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 【背景】 
 全世界でうつ病患者は約 3億 5千万人と推計され、生涯有病率は 8～12％とされている。
うつ病は自殺との関連、労働者の休職や生産性低下をもたらすことから、社会全体の問題
として捉えられている。うつ病は発症すると罹病期間が長く、回復しても再発が多い。従
って、うつ病の発症を予防する一次予防対策が重要となるが、そのためにはうつ病発症の
危険因子を明らかにすることが必要である。 Bandura が提唱する自己効力感
（Self-Efficacy：SE）は、うつ病との関連が多くの研究で示唆されてきた。しかし、その
多くは横断的研究によるものであり、SE とうつ病発症の因果関係を明らかにする研究は
非常に限られており、労働者を対象としたものは見いだされなかった。 
【目的】 
 日本の労働者における低い SE がうつ病発症の危険因子となるのかを検討することを目
的とする。  
【対象と方法】 
2005年 7月、東京都内でソフトウェア開発関連会社に勤務する 2946 名に対し、アンケ
ートを依頼した。回答が得られた 1935 名（回答率 65.7％）から、うつ病の既往がある 28
名と完全回答が得られなかった 88 名、パートタイム労働者 16 名を除外し、1803 名（男
性 1361 名、女性 442 名）を解析対象者とした。アンケートには、対象者の性別、年齢、
職種（事務職、システムエンジニア、研究者、営業・販売職）、職位（管理職、一般職）、
結婚歴、1日の労働時間、SEに関する質問を含めた。SE の測定には、日本人労働者を対
象にした研究に広く用いられており、妥当性・信頼性のある一般性 セルフ・エフィカシ
ー尺度（General Self-Efficacy Scale）を使用した。  
うつ病は、「国際疾患分類第 10版」（International Statistical Classification of Diseases and 
Related Health Problems：ICD-10）の「気分障害」（F30 から F39）に含まれる傷病名の診
療報酬明細書への記載によって定義した。個人情報を削除した診療報酬明細書とアンケー
トデータを被保険者番号を使用して連結した。2005 年のベースライン時の SE 得点を 4
分位に分け、第一 4 分位を基準群とし、うつ病発症リスクについて、ハザード比と 95％
信頼区間を算出した。追跡は 2005 年 9 月 1 日に開始し、うつ病による医療機関受診日あ
るいは 2007 年 8 月のうち、いずれか古い日付まで追跡した。追跡期間中、退職者、転職
者、死亡者は途中打ち切り例として扱われた。 
4群間の年齢、労働時間については一元配置分散分析を用い、性別、管理職、結婚歴は
カイ二乗検定を行った。うつ病発症リスクは、Cox 比例ハザードモデルにより 4 群のハザ
ード比と 95％信頼区間を算出した。すべての解析は、統計解析ソフトSAS, version 9.3 (SAS 
Institute, Inc., Cary, NC, USA)を用いた。 
データは業者によって診療報酬明細書のデータとアンケートデータが連結され、匿名化
されたため、研究者による個々の対象者に対するインフォームドコンセントは行わなかっ
た。本研究は、獨協医科大学生命倫理委員会の承認を得て行われた。 
【結果】 
 2005 年ベースライン時、4 群間の平均年齢、男性の割合、管理職、結婚歴に有意な差が
みられた。平均 1.8 年間の追跡の結果、1,803 名中 58名がうつ病と診断された。年齢、管
理職、結婚歴で調整した後のうつ病発症リスクのハザード比は、SE が最も低い第一 4 分
 位を基準とすると、最も高い第四 4 分位で有意に低かった（ハザード比 0.40、95％信頼区
間 0.18-0.88)。性別にみると、男性は第四 4 分位で有意に低かったが（0.37 、0.14-0.98)、
女性に有意差はなかった。 
【考察】 
 本研究の結果、日本の男性労働者において、高い SE は低いうつ病リスクに関連してい
たことが示された。申請者らの知る限り、この研究は日本の男性労働者のうつ病発症リス
クと SE との関連を示した初めての研究である。 
 これまでに大学生や高校生、ガンサバイバー、腎移植患者、高齢者や住民を対象とした
うつ病発症の危険性と SE との関連が検討されていたが、いずれも横断的研究であったた
め、これらの疾患と SE との因果関係について明らかにならなかった。SEに関する縦断的
研究には、認知症患者の介護者や褥婦を対象としたものがあり、それぞれ抑うつ気分ある
いは産後うつ症状との関連性を明らかにしており、これらの研究結果は、本研究の結果を
支持するものであった。うつ病になりやすいと考えられる低い SE の労働者に焦点を当て
た対策が必要であると考える。  
本研究では、1.8 年の追跡期間中のうつ病発症者は 3.2％であった。日本人を対象とした
調査では、1 年間に大うつ病を経験する割合が 2.1％であったとの報告があり、本研究の
結果は妥当であると考えられる。しかしながら、日本は他の西欧諸国から比較すると、う
つ病の有病率は低く、その理由として精神疾患に対する偏見やヘルシーワーカーエフェク
トが関係しているかもしれない。従って、うつ病の発症率は低く見積もられている可能性
がある。 
 また、本研究では女性については有意差はみられなかった。女性の罹患率は男性の 2～
3 倍であるとの報告もあり、本研究の女性のうつ病発症者割合が 3.6％と男性とほぼ同様
の値であったことに加え、対象者数が少なかったことが有意差に影響していると考えられ
た。 
【結論】 
本研究は、低い SEは日本の男性労働者におけるうつ病発症の危険因子であることを明
らかにした。 
 
 
 
 
 
                                  
 
